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研究成果の概要（和文）：本研究は自然環境の物理的変化による経済的影響を評価するために，環境価値評価モ
デルを実装した応用一般均衡モデルを開発し，砂浜侵食による経済的被害の計測，および砂浜回復による適応策
の費用便益分析を行う．本研究の知見は次の通りである．①気温変化が大きくなるほど，砂浜侵食による被害費
用は大きくなる．2081-2100年において，RCP2.6で約399億円/年に対し，RCP8.5で約655億円/年と推定された．
②全てのRCPで適応策が経済効率的な都道府県は神奈川県，大阪府，兵庫県，広島県，佐賀県，熊本県の6府県で
あった．③気温上昇が大きくなるほど，適応策が効果的である都道府県が増えることが示された．

研究成果の概要（英文）：To assess the economic effects of changes in environmental quality caused by
 climate change in Japan, this study develops a computable general equilibrium model integrating an 
environmental economic valuation model, estimates beach loss damage cost in Japan and in each 
prefecture, and evaluates the economic effectiveness of adaptation measures to restore sandy 
beaches. The findings of this study are as follows. (1) Higher future temperatures will cause higher
 damage costs of sandy beaches. In 2081-2100, this study estimated damage costs as 399 million 
USD/year for RCP2.6, and 655 million USD/year for RCP8.5, respectively. (2) For all RCPs, six 
prefectures for which the cost-benefit ratio exceeds 1.0 were Kanagawa, Osaka, Hyogo, Hiroshima, 
Saga, and Kumamoto. (3) Higher future temperatures will bring high numbers of prefectures for which 
adaptation measures are cost-effective.

研究分野： 環境経済学

キーワード： 気候変動　気候変動適応策　砂浜侵食　応用一般均衡モデル　環境経済評価

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は気候変動による砂浜侵食が及ぼす影響を推計するための経済モデルを開発し，気候変動による経済的影
響と気候変動適応策の効果を評価した．その結果，本研究は①自然環境や政策の変化に伴う価格や所得の変化を
通じて，より精度の高い便益計測を行うことができること，②気候変動適応策の検討を行うことにより，経済活
動に及ぼす影響の地域別評価や適応策オプションの比較を行うことができることを示した．このことは国や地方
自治体が砂浜に関する適応策を検討する際に，本研究の結果が有益な情報提供として貢献できることを意味す
る．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年，日本において気候変動に伴う自然災害リスクへの社会の対応が求められる中，2018 年

6 月に気候変動適応法が成立した．自然災害リスクに対応するためには，気候変動適応策の中で
防災・減災の考え方も必要となる．そこで，気候変動による自然災害リスクへの有効な対応策の
一つとして，Eco-DRR（Ecosystem-based Disaster Risk Reduction: 生態系を活用した防災・減
災）としてのグリーンインフラの活用が注目を集めており，防災・減災に基づく気候変動適応策
の提案とその評価が必要である． 
一方，IPCC 第 5 次報告書以来，世界における気候変動対策の評価は緩和策中心から適応策，

あるいは緩和策と適応策とのポリシーミックスに焦点が移る中，日本においても，環境省による
地球環境研究総合推進費や，文部科学省による気候変動適応技術社会実装プログラムといった，
気候変動による日本全国および地域ごとの影響を予測し気候変動適応策を支援する一連の大型
研究プロジェクトが進められている．こうした中，気候変動影響に関して，物理モデル（気候モ
デル等）による空間レベルでの評価は数多くの研究成果を収めているものの，経済評価に関する
研究蓄積は未だ多くはない．しかしながら，来るべき気候変動の影響に対して実行可能な適応策
を計画・実施し，気候変動適応型社会を構築するためには，気候変動の影響やその対策の長期的
効果に関して，統一的な枠組みで地域別・産業部門別・経済主体別の横断的かつ時系列での経済
評価が急務である． 
 
２．研究の目的 
本研究は，気候変動による自然環境の喪失や生物多様性の保全政策に関する経済評価への応

用に向けて，自然環境の物理的変化による経済的影響を定量的に評価するために，自然環境の経
済的価値を計測するための評価モデルを, 積分可能性問題から理論的・整合的に組み込んだ応
用一般均衡モデルの開発を行うものである． 
本研究における第 1 の目的は，自然環境の物理的変化が経済活動に及ぼす影響を総合的に評

価するために，自然環境の経済的価値を計測するために用いられる部分均衡論的アプローチを
理論的・整合的に一般均衡論的アプローチに統合することである． 
第 2 の目的は，自然環境の変化および保全政策の経済評価を行うために，シナリオ作成および

シミュレーション分析を行うことである．本研究では自然環境として砂浜を対象とし，自然環境
の変化を気候変動に伴う海面上昇による砂浜侵食として捉える．また，自然環境保全政策に関し
て，砂浜回復を目的とした養浜事業を仮想的な気候変動適応策として想定する． 
 
３．研究の方法 
(1)環境評価手法を統合した応用一般均衡モデルの構築 
第一に，砂浜侵食が経済活動に及ぼす影響を評価するための応用一般均衡(CGE: Computable 

General Equilibrium)モデルを坂本・中嶌(2012)に倣い定式化する．砂浜への訪問需要関数の推
定式から積分可能性問題を解くことにより，合成消費財，砂浜への訪問回数，および砂浜面積を
独立変数とした効用関数を誘導する．これにより，砂浜への訪問需要関数の推定式を消費者行動
理論と整合的に CGE モデルに統合することが可能となる．一方，砂浜への訪問需要関数は被説明
変数に砂浜訪問率の対数，説明変数に一般化旅行費用と砂浜面積として定式化される．この訪問
需要関数の係数を最小二乗法によって推定した結果，全ての係数が統計的に有意に推定された．
また，旅行費用に関する係数は負値を，砂浜に関する係数は正値をとることから，符号条件が満
たされていることも確認された．  
第二に，経済データの整備，および CGE モデルの構築を行う．本研究の CGE モデルは 2005 年

産業連関表に基づいて構築され 30 産業部門を持つ．また，本研究のモデルの経済主体は家計部
門，生産部門，政府部門，投資部門，海外部門から成る．家計部門は初期保有する労働および資
本を生産部門に提供することにより得た所得を制約として，合成家計消費財および砂浜への訪
問需要（ここでは部分効用）から効用を得る．生産部門は資本と労働から成る生産要素，および
中間投入財を投入し生産を行うとする．ここでは，多段入れ子型 CES(Constant Elasticity of 
Substitution)関数形を想定し，各要素の代替性を考慮した定式化を行う．政府部門は所得税，
生産税，間接税から税金を徴収し，一定の支出割合をもって財の購入を行う．一方，投資部門も
同様の構造を持ち，家計部門，政府部門，海外部門から集めた投資の原資により，一定の支出割
合で投資財の購入を行う． 
 
(2)砂浜侵食シナリオおよび適応策シナリオの作成とシミュレーション分析 
第一に，本研究は気候変動による砂浜侵食シナリオとして，Udo and Takeda(2017)による日本

の砂浜侵食の将来予測結果を用いた．Udo and Takeda(2017)は 4 つの RCP(Representative 
Concentration Pathway)シナリオ(RCP2.6，RCP4.5，RCP6.0，RCP8.5)について，CMIP5(the Coupled 
Model Intercomparison Project Phase 5)の 21 のモデルから計算される海面上昇量に基づいて
砂浜消失率(1986–2005 年に対する 2081–2100 年)を計算している． 



第二に，本研究は砂浜侵食に関する仮想的な適応策として，海面上昇による砂浜侵食後，養浜
事業のような適応政策の実施によって砂浜を侵食前の状態に修復すると仮定する．養浜事業に
要する費用はそれらのデータの入手可能性や，既存研究との比較の観点から，本研究は佐尾ら
(2017)および中嶌ら(2018)に倣い，養浜事業に関して 33 都道府県 92 事業のデータを収集し，利
用可能なデータから砂浜に関する適応策の単位面積あたり平均費用を21,596円/m2と仮定した． 
第三に，気候変動に伴う海面上昇による砂浜侵食，および砂浜回復を目的とした気候変動適応

策のシナリオを用いたシミュレーション分析を行い，環境質の変化(砂浜侵食)が経済全体に及
ぼす影響や，砂浜侵食に対する気候変動適応策の効果に関して費用便益分析の観点から明らか
にする． 
 
４．研究成果 
(1)気候変動に伴う砂浜侵食による経済的被害 
図-1 は 2081 年から 2100 年において，RCP2.6，RCP4.5，RCP6.0，RCP8.5 における砂浜侵食に

よる都道府県別経済的被害を表す．全国的に見ると，RCP2.6 で約 399 億円/年，RCP4.5 で約 469
億円/年，RCP6.0 で約 494 億円/年，RCP8.5 で約 655 億円/年と推定され，気温変化が大きくなる
ほど，砂浜侵食による経済的被害額は大きくなることがわかった．一方，いずれの RCP におい
て，沖縄県，神奈川県，新潟県，兵庫県の 4 県で総被害額のうちの約 40%から 45%を占める．
RCP2.6 では，沖縄県で 87.4 億円/年，神奈川県で 39.3 億円/年，新潟県で 26.8 億円/年，兵庫
県で 22.9 億円/年と推定された. また，RCP8.5 では，沖縄県で 87.4 億円/年，神奈川県で 87.3
億円/年，新潟県で 51.5 億円/年，兵庫県で 33.9 億円/年と推定された． 
 

 
図-1: 2081 年-2100 年の各 RCP シナリオにおける砂浜侵食による都道府県別経済被害額 

 
また，単位面積当たりの経済被害額が大きい都道府県は，神奈川県，新潟県，富山県，福井県，

京都府，大阪府，兵庫県，和歌山県，岡山県，広島県，佐賀県，熊本県，沖縄県であった．特に，
西日本あるいは瀬戸内海にある都道府県の単位面積当たり被害額が大きい傾向にあることがわ
かる．RCP2.6 では佐賀県の単位面積当たり被害額(72.3 千円/m2)が最も大きいのに対して，
RCP8.6 では神奈川県の単位面積当たり被害額(76.6 千円/m2)が最も大きかった．さらに，図-2
は不確実性評価のために，CMIP5 の 21 のモデルを用いた都道府県別の単位面積当たり被害額を
表す．図-2 から神奈川県と富山県の単位面積当たり被害額は大きなばらつきを持つものの，他
の多くの都道府県の被害額はばらつきが小さいことがわかる． 
 



 
図-2: 21 の CMIP5 モデルによる都道府県別単位面積当たり被害額の不確実性評価 

 
(2)砂浜回復を目的とした仮想的な適応策の費用便益分析 
図-3は各RCPにおける費用便益比を表しており，赤は費用便益比が1.0を超えることを示す．

本研究は砂浜を修復するための適応策の費用として単位面積あたり平均費用を 21,596 円/m2 と
仮定したが，気温上昇が大きくなるほど，適応策が効果的である都道府県が増えることがわかる．
特に，瀬戸内海に面する都道府県（大阪府，兵庫県，岡山県，広島県）では養浜事業としての適
応策は概ね効果的である．2081 年から 2100 年において，適応策が効果的である都道府県は，す
べての RCP において，神奈川県，大阪府，兵庫県，広島県，佐賀県，熊本県の 6 府県であり，
RCP2.6，RCP4.5，RCP6.0 の 3 つのケースにおいて，これら 6 府県は適応策が経済効率的である
と評価される．一方，RCP8.5 では，これら 6 府県に富山県と岡山県が加わり，8府県において適
応策が効果的であることがわかる． 
 

 
図-3: 2081 年-2100 年の各 RCP シナリオにおける砂浜回復を目的とした適応策の費用便益分析 
 
 



(3)おわりに 
本研究は自然環境の物理的変化が及ぼす経済的影響を捉えるために，①環境価値評価モデル

を実装した応用一般均衡モデルを開発し，②砂浜侵食による都道府県別被害費用の計測，および
砂浜回復を目的とした仮想的な適応策の費用便益分析を行った．目的①において，これまで部分
均衡モデルでは考慮できなかった自然環境や政策の変化に伴う価格変化および所得変化を通じ
て，より精度の高い便益計測を行うことができることを示した．目的②において， 費用便益分
析を用いた気候変動適応策の検討を行うことにより，経済活動に及ぼす影響の地域別評価や適
応策オプションの比較を行うことができることを示した．このことは，他研究領域への科学的知
見として情報提供できるだけでなく，国や地方自治体が砂浜に関する適応策を検討する際に，本
研究の結果が有益な情報提供として貢献できることを意味する． 
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